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0 小谷将之，勝木 雅和 ( 京都工芸繊維 大 ) 

] . 背景 

音楽 フ オーマットのイノベーションは 音楽産業に大きな 影響を与えてきた。 例えば、 1979 年の 

"Walkman" の登場により、 従来家の中でしか 聴けなかった 音楽が、 いつでもどこでもどんな 曲でも聴 

けるよ う になった。 こうしたポータブルプレーヤは 急速に普及し 、 ユーザの ライフスタイルを 変化させた。 

またこのような 消費者への影響に 加え、 デジタル録音化による CD の生産コストの 低下により、 それまで 

は 少 ロットのために 提供できなかった ニ ソチな曲についても 提供できるようになり、 カタログ数が 増加す 

るといった供給者への 影響も存在する。 

音楽産業の市場規模を 見てみると、 日本では CD の登場以降、 音楽産業の売上が 15 年間で約 2.5 倍 へ 

と 順調に増加した ( 図 1 参照り。 しかし、 1998 午から音楽産業の 売上は下落に 転じている。 これはインタ 

ーネットによるオンライン 音楽配信の登場や 携帯電話の登場などによるものと 言われている [5L 。 

IFPI の調査 [1] の売上ランキング 上位 国 であ るアメリカ、 ドイツ、 イギリス、 フランス、 それに日本 

を加えた G5 の音楽産業の 売上を見てみても、 1990 年代の CD の売上増加による 市場規模の急増と、 近 

年の売上の減少という 同様の傾向が 見られる ( 図 2 参照 ) 。 
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図 1.  日本の音楽売上枚数 図 2.  G5 の音楽売上金額 

2. 研究目的 

以上のように 世界の音楽産業の 売上は CD の登場により 爆発的に増加している。 その中でも上述した 

IFPI の調査 [lU において調査開始以来常に 2 位であ る日本の音楽産業の 売上に対する CD の影響は相対 

的に大きかった。 そこで本研究では、 日本の音楽産業の 売上が CD の登場により 爆発的に増加した 要因を 、 

ポータ一の 5 つの競争要因 [7] に基づき、 ①供給者、 ②市場、 ③補完品、 ④消費者、 ⑤代替品の 5 つの点 

から分析する。 
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3. 日本の音楽 市塘 の 特傲 
日本の音楽市場を 上述の 5 つのカテゴリ 毎に見て い く。 

① 供 祐吾 

再販売維持制度により 価格競争が起こらないことが 日本市場の大きな 特徴であ る。 このため本分析 

では供給者の 要因として販売価格については 考慮せず、 一枚当たりの CD の生産コストを 考慮してい 

る。 また、 日本は著作権 制度も独特で、 著作隣接権 を一元管理する 機関が存在していない。 この点は 

アメリカのシステムと 大きく異なるため、 今後行 う 国際比較 や 、 オンライン音楽配信の 分析をする上 

で、 分析結果に影響を 及ぼしてくると 考えられる。 しかし本研究は 日本の CD 市場のみの分析であ る 

ため、 この特徴的な 著作権 制度は考慮していない。 

② CD 市臣 

日本は世界に 先駆けて 1982 年に CD が登場した。 そして、 1986 午に CD の売上が LP の売上を 、 

1987 年に CD のカタログ数が LP のカタログ数を、 1988 年に CD プレーヤの売上が LP プレーヤの売 

上を上回っている。 つまり日本では 1987 年前後に LP から CD に置き換わったと 言える。 本分析では、 

市場の要因としてカタロバ 数を考慮する。 

③ """ 
CD が登場することで、 音楽メディアをプレーヤは 著しい小型化と 低価格化が実現した。 1984 年の 

ソ ニ一の CD プレーヤ D.50 は、 CD4 枚分の大きさで、 価格は 49,800 円であ った。 D.50 はその小さ 

さから、 初代ポータブル 機 として扱われている。 また 10 万円を切るプレーヤの 開発が目標だった 当時 

に、 その価格はメーカだけでなく 消費者にも大きなインパクトを 与えた。 実際に 1984 年以降の CD プ 

レーヤの出荷量は 急速に伸び、 1988 年には LP プレーヤを完全に 超えている [2L 。 この小型化と 低価 

格化が CD の普及に大きく 貢献したと考え、 4 節で説明する 分析モデルを 用いて分析する。 

また、 テレビを中心としたメディア や カラオケとの 連携を取ることで、 音楽産業の市場規模を 拡大 

してきていることが 考えられる [4] 。 近年では携帯電話のネットワークやインターネットを 利用した 

CD の販売も見られる。 

④ 消 免者 

CD プレーヤの小型化・ 低価格化に伴 う 購入層の増加が 考えられる。 まず小型化によりポータブル 

プレーヤが登場することで、 消費者はいつでもどこでもどんな 曲でも再生することができるよ う に な 

った 。 またミニコンポといった 日本の狭い住宅事情に 合ったプレーヤ や 車内などで音質の 良い昔を聞 

くことができるよさになった。 つまりプレーヤの 小型化は、 音楽利用シーンの 拡大をもたらした。 

また、 LP が主流であ った時代は、 LP プレーヤが高価なものが 多く、 LP の購入層は裕福 層 に偏っ 

ていた [4L 。 しかし CD が主流となり、 CD プレーヤが低価格化することで、 一般的に低所得の 若年層 

も 購入可能となった。 つまりプレーヤの 低価格化が CD 購入層の拡大をもたらしたのであ る。 CD 売 

上の爆発的な 増加は、 カセットテープやポータブルプレーヤの 登場のおかげで 音楽利用シーンや 購入 

層の拡大や音楽 ユーザの ライフスタイルが 変化しつつあ ったため、 これら CD のメリットを 受け入れ 

る土壌ができていたことにも 支えられていたと 考えられる。 

本分析では、 潜在的な消費者の 規模の変化を 見るために潜在消費人口，を、 そして、 消費者の収入の 

状況を考慮するために 一人当たり GDP を考慮している。 
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⑤代替品 

従来から私的録音が 音楽市場に負の 影響を及ぼす 可能性が指摘されていた [6] 。 特に日本においては、 

レンタルビジネ 、 ス という特徴的なビジネ 、 スの 存在により 子 ねてより私的録音が 問題視されてきた。 図 1 

を見ると、 レコードレンタル 業が創始された 1980 年から音楽産業の 売上は徐々に 減っている。 しかし、 

供給者側が新たに 貸与権 を創設した 1984 年の翌年の 1985 年以降、 音楽産業の売上は 再び上昇に転じ 

ている。 その後も、 私的録音に関して 著作権 者の権 利を保護するために 様々な制度が 改正・創設されて 

きた。 近年では、 IFPI[1] によりインターネット 上の不正コピーや 違法ファイル 交換も音楽市場に 負の 

影響を及ぼすと 指摘されている。 本分析では私的録音が CD の売上に及ぼす 影響を見るため、 レンタル 

CD 店舗数を考慮する。 

4. 分析モデル 

本分析では回帰分析にょり CD 売上の決定要因を 分析した。 そのため、 従属変数を "CD の売上枚数 " 

として、 以下の 4 つのモデルを 作成した。 これは利用可能なデータ 数の制約から、 5 つ以上の従属変数を 

用いることができなかったためであ る。 

3 節で述べた 5 つのカテゴリから 独立変数として、 "1 枚当たりの CD 生産コスト " " 一人当たり GDP" 

" 潜在消費 人げ "1 台 当たりの CD プレーヤ出荷金額 " " ポータブル CD プレーヤ累積出荷量 " "CD カ 

タログ数 " " レンタル店舗数 " を選択した。 

市場規模は、 「消費者の規模」「消費者の 収入状況」「製品の 価格」の 3 つで、 あ る程度決定されるもの 

と 考え、 本分析においては 独立変数として " 潜在消費 人げ " 一人当たり GDP" "1 枚当たりの CD 生産 

コス ド を選択した。 

以上に加えて、 まず補完品から、 CD プレーヤの低価格化が CD 売上に及ぼした 影響を見るために "1 

台当たりの CD プレーヤ出荷金額 " ( モチルり、 音楽の利用シーンの 拡大が CD 売上に及ぼした 影響を見 

るために " ポータブル CD プレーヤ累積出荷量 " ( モデル 2) の二つを選択した。 さらに、 音楽 フ オーマッ 

トのイノベーションが 起こる時に指摘される "CD カタログ数 " [5 Ⅱを独立変数として 選択した ( モデル 

3) 。 最後に、 私的録音が CD 売上に及ぼす 影響を見るために " レンタル CD 店舗数 " を選択した ( モデル 

4) 。 

5, 分析結果 
モテル 1 からモデル 4 を回帰分析した 結果は表 ] の通りであ る。 

表 ].  回帰分析の結果 

( 定数 ) 
一枚当たり CD 生産コスト 
一人当たり GDP 
潜在消費人口 
一台当たり CD プレーヤ出荷金額 
ポータブル CD プレーヤ累積出荷重 
CD カタログ数 
レン 包レ CD 店舗数 
従属変数 :.CD 売   枚数 

調整済み ぱ 

モチⅡ t ノ Ⅰ モデル 2 モデル 3 
標準化係数   標準化係数   標準化係数   

一 1.832 一 Ⅰ． 362 一 2.383% 

0.00 日 0.060  一 0.437  一 ].5]0  一 0.212  一 ⅠⅠ 9 日 

一 0.050 一 0.252 一 0.0 Ⅰ 5 一 0.107 一 0.04 日 一 0.303 

0-407 2.23 Ⅰ * 0.336 Ⅰ． 621 0.424 2.544* 

一 0.662 一 3.704** 

].014 3. Ⅰ 55** 

0 ・ 廿 06 3.939* た 

0.959 0 ・ 967 0.967 

モチ ル 4 

標準化係数 t 

一 5.554* 化 

一 0.097  一 0. 日 1 7 

0.379  1. 日 62 

O.B37  4.905** 

一 0 ・ 329  一 4 Ⅰ 30** 

0.956 

どのモデルについても 調整済み決定係数は 非常に高く当てはまりのよいモデルということがわかる。 
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ここから、 モデル 2 を除いた全てのモデルで、 " 潜在消費 人 げの増加が CD 市場に正の影響を 与えて 

いることがわかる 3 。 一方、 所得状況および 生産コストについては、 CD 市場に何の影響も 与えていない 

ことがわかる。 

モデル ] では CD プレーヤの低価格化、 モデル 2 では小型化に よ る音楽利用シーンの 拡大、 モデル 3 

ではカタログ 数の増加、 がそれぞれ CD 市場に正の影響を 与えている。 一方、 モデル 4 の私的録音は CD 

市場に負の影響を 与えている。 これらは 3 節で予想した 結果をほぼ裏 付けている。 

6. 考察 
以上の分析が 示すところから 考えると、 CD の登場による CD プレーヤの小型化・ 低価格化によって 、 

購入層の増加や 利用シーンの 拡大が可能となり、 CD 市場が拡大していく。 さらに、 この CD 市場の拡 

大により、 プレーヤが売れ、 更なる小型化と 低価格化につながる。 また、 供給者の収益も 増え、 提供す 

る カタログ数が 増加することも 考えられる。 そして更なる 音楽利用シーンの 拡大や購入者の 増加が可能 

となり、 更に CD 市場が拡大すると 考えられる。 CD の登場から 90 年代後半までの 日本の CD 市場にお 

いて、 こうした正の 循環が表れたと 考えられる。 

一方、 CD 市場の発展に 伴い、 レンタルビジネスなどを 通じた私的録音の 増加に ょ り、 CD の購買者が 

減り CD 市場に悪影響が 及ぶ。 CD 市場が縮小することで、 供給者の利益が 下がり、 提供するカタログ 

数も減少し、 また発売されるタイトルも べ ストセラ一に 偏ってしまう。 その結果、 購買層が減少し CD 

市場が縮小する。 90 年代以降の CD 市場の低迷は 、 先にも述べたインターネットを 通じた音楽配信とい 

う新しい音楽 フ オーマットの 登場に加えて、 このような負の 循環が表れたためと 考えられる。 

先に述べた貸与権 の創設による 音楽産業の売上の 増加が示す通り、 もし供給者が 新しい音楽 フ オーマ 

ットのイノベーションや 新しいビジネ 、 スに 対して、 知的財産の保護や 利益の確保をできる 制度を構築し 、 

またその新しい 音楽 フ オーマットによる 新しい価値創造を 活かすことができれば、 音楽市場は再び 拡大 

できると考えられる。 

今後は、 上述の CD 売上が爆発的に 増加した決定要因の 因果関係の循環構造を 統計的に分析していく 

必要があ る。 また音楽産業の 世界的な売上の 増加の決定要因を 国際比較することによって、 また CD と 

DAT などの デ ・ファクトスタンダードとならなかった 音楽フォーマットとの 比較をしていくことによっ 

て、 制度的な要因の 影響を明らかにしたい。 それらの結果を 踏まえてオンライン 音楽配信市場の 発展に 

必要な制度的条件を 提言していきたい。 
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